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１ ローリングの目的 

 長期財政計画は策定時点における地方財政制度を前提として、一定の仮定の下に機械的な手法を用い

て試算したものであり、平成 28 年度から令和７年度までの 10 か年間の計画を策定しております。また、

平成 29 年度においては、平成 28 年度から５年間の普通交付税の激減緩和措置期間の開始や、平成 29年

度からの庁舎及び複合文化施設整備事業費の増に伴う町債発行額の増加、更には令和元年 10 月１日から

の地方消費税率の引き上げによる影響等を考慮し、財政収支のローリング（見直し）を行ったところで

す。 

本計画は、会津美里町第３次総合計画後期基本計画（以下「後期基本計画」という。）の策定、令和

３年度からの普通交付税における合併算定替から一本算定への完全移行及び国勢調査における算定基礎

人口の減少による減額並びに会津美里町公共施設等総合管理計画を踏まえて策定した会津美里町公共施

設長寿命化計画及び会津美里町学校施設長寿命化計画（以下「公共施設等長寿命化計画」という。）に

基づく施設の維持改修経費の増加等を考慮し、後期５年間（令和３年度から令和７年度）の財政収支を

ローリング（見直し）を行うものです。 

  

２ ローリングの方法 

 本計画策定時の試算時点の財政収支及び後期基本計画等の施策に関する要素（内的要素）に加え、本

町を取り巻く環境に関する要素（国の財政運営などの外的要素）を反映させて、歳入・歳出を試算しま

す。 

 反映させる主な要素は次のとおりです。 

（１） 内的要素 

  平成 27 年度から令和元年度までの決算額、令和２年度決算見込額、令和２年度継続費繰越見込額、

令和２年度繰越明許費繰越見込額、令和３年度当初予算額、後期基本計画、公共施設等長寿命化計画、

等 

（２） 外的要素 

  「中長期の経済財政に関する試算（令和３年１月 21 日内閣府）」・「令和３年度地方財政計画（令和

３年１月 22 日総務省）」、各種制度の改正 

 

３ 令和３年度時点の試算 

○ 試算にあたっての前提条件の変更 

（１） 行財政制度は、現行制度に変更がないものとします。 

（２） 令和２年度においては、予算現額並びに令和元年度継続費繰越額及び令和元年度繰越明許費繰越

額から令和２年度継続費繰越見込額及び令和２年度繰越明許費繰越見込額を除いた額、令和３年度

は当初予算額並びに令和２年度継続費繰越見込額及び令和２年度繰越明許費繰越見込額を基本と

し、令和４年度以降の収支試算にあたっては、「会津美里町第３次総合計画実施計画（令和３年度

～令和５年度）令和３年２月」（以下「実施計画」という。）及び公共施設等長寿命化計画並びに

各種事業計画等を踏まえ、個別の科目ごとに以下のとおり見込みます。 
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【歳 入】 

① 地方税 

税目ごとの積み上げにより算出する。 

 ア 町民税 

個人町民税及び法人町民税については、これまでの税制改正等を反映させた令和３年度

当初予算額を基に推計するものとし、今後の税制改正等は考慮せず、後期基本計画に関わ

る将来人口推計（以下「人口推計」という。）を参考に積算する。 

滞納繰越分については、令和３年度予算額を基に、毎年度の滞納繰越額、不納欠損額の

割合を乗じて算出する。 

 イ 固定資産税 

       令和３年度当初予算額を基に推計する。土地は、平成27年から令和元年の平均下落率を

参考に算出し、家屋については、過去２回（平成27年度、平成30年度）の評価替え時の平

均減少率を参考に算出する。 

    ウ 軽自動車税 

       令和３年度当初予算額を基に、現在までの増減の傾向及び人口推計を考慮して見込む。 

    エ 町たばこ税 

       令和３年度当初予算額を基に、現在までの増減の傾向及び人口推計を考慮して見込む。 

     オ 入湯税 

令和３年度当初予算額と同額を見込む。 

 

② 地方譲与税・交付金等 

地方譲与税や配当割交付金などについては、制度改正や国税又は県税の収入状況の影響を受け

るものであり、今後の動向の予測は困難であることから、令和３年度当初予算額に計上した額と

同額とし、現行制度のまま推移するものとする。 

ただし、地方消費税交付金については、令和元年10月以降の地方消費税率の引上げによる影響

を考慮し算出する。 

 

③ 地方交付税 

ア 普通交付税 

地方財政計画を踏まえ、令和２年度の算定要領に基づき、算定の基礎となる数値を置き

換えるなどして算出する。令和３年度以降は、合併算定替から一本算定となる削減及び国

勢調査実施に伴う人口減を見込み推計する。 

イ 特別交付税 

通常ルール分２億円、特殊事情分５千万円の交付となる見通しで見込む。 

 

④ 分担金及び負担金 

令和３年度当初予算額と同額を見込む。 
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⑤ 使用料及び手数料 

令和３年度当初予算額と同額を基本とするが、町営住宅の使用料においては、近年における実

績や老朽化した住宅の取り壊し等を考慮し、減少を見込んで算出する。 

 

⑥ 国庫支出金・県支出金 

各種事業計画等の事業費の増減を反映し算出する。 

 

⑦ 繰入金 

財政調整基金、公共施設等整備再生基金、国営会津宮川土地改良事業基金、過疎地域自立促進

基金等の繰入れを見込む。 

財政調整基金は、財源不足に対応するため毎年度２億５千万円を見込み、公共施設等整備再生

基金については、公共施設等長寿命化計画に位置づけられた事業費に伴う繰入れを見込む。 

 

⑧ 地方債 

実施計画等を参考に合併特例事業債、過疎対策事業債及び臨時財政対策債等の借入を見込む。

なお、臨時財政対策債においては、令和４年度まで交付税の不足分として補填されることとなっ

ているが、令和５年度以降も継続されるものと想定して試算する。 

※合併特例事業債発行見込         （単位：億円）  

発行限度額              ①   106.3 

令和２年度末発行額累計        ②   78.2 

令和２年度繰越分           ③  1.3 

令和３～令和７年度発行見込額     ④   26.8 

発行可能残高      ①－（②+③+④）  0 

 

⑨ 諸収入 

令和３年度当初予算額と同額を基本とするが、学校給食費においては、最近における実績等を

考慮し、前年度比97.5％と見込んで算出する。 

 

【歳 出】 

① 人件費 

定員適正化計画における退職予定者数・新規採用の推移などに応じて見込む。なお、令和２年

度から施行された会計年度任用職員制度に係る経費は、令和４年度以降、令和３年度と同額で見

込む。 

 

② 物件費・維持補修費・補助費等 

事務事業の整理統合による事業の見直しや類似団体を参考とした経費削減効果を見込んで推

計する。 
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③ 扶助費 

決算額の推移に自立支援給付費等の増減を考慮し算出する。 

 

④ 公債費 

償還計画表により令和２年度までに発行した町債の元利償還金に、令和３年度以降発行見込額

の元利償還金を見込む。 

 

⑤ 積立金 

公共施設等長寿命化計画に位置づけられた施設の更新等に対応するため、令和４年度より公共

施設等整備再生基金へ毎年度積立を見込む。また、過疎地域自立促進計画に基づいて行う事業に

対応するため毎年度積立を行う。 

 

⑥ 投資・出資金・貸付金 

令和３年度当初予算額を基に、水道事業及び下水道事業の事業実施に伴う出資金を見込む。 

 

⑦ 繰出金 

令和３年度当初予算額と同額を基本とするが、工業団地造成事業特別会計においては、令和４

年度以降高田工業団地内道路新設工事に係る経費を減額し算出する。 
 

⑧ 普通建設事業費 

実施計画及び公共施設等長寿命化計画並びに各種事業計画等の事業費から見込む。 

 
⑨ 災害復旧事業費 

令和３年度当初予算額と同額で見込む。 



財政見通し（歳入・歳出）

1,620,090 1,620,090 1.3 1,650,047 1,650,047 1.8 1,628,320 1,628,320 ▲ 1.3 1,629,739 1,629,739 0.1 1,687,554 1,687,554 3.5 1,557,384 1,557,384 ▲ 7.7 1,547,094 1,547,094 ▲ 0.7 1,534,715 1,534,715 ▲ 0.8 1,502,825 1,502,825 ▲ 2.1 1,486,520 1,486,520 ▲ 1.1

121,647 121,647 ▲ 1.2 121,462 121,462 ▲ 0.2 122,510 122,510 0.9 129,061 129,061 5.3 136,160 136,160 5.5 100,781 85,100 ▲ 26.0 100,781 85,100 0.0 100,781 85,100 0.0 100,781 85,100 0.0 100,781 85,100 0.0

1,907 1,907 ▲ 37.1 2,811 2,811 47.4 2,511 2,511 ▲ 10.7 1,220 1,220 ▲ 51.4 1,424 1,424 16.7 1,300 1,300 ▲ 8.7 1,300 1,300 0.0 1,300 1,300 0.0 1,300 1,300 0.0 1,300 1,300 0.0

5,294 5,294 ▲ 29.9 5,979 5,979 12.9 4,484 4,484 ▲ 25.0 5,988 5,988 33.5 4,817 4,817 ▲ 19.6 5,400 5,400 12.1 5,400 5,400 0.0 5,400 5,400 0.0 5,400 5,400 0.0 5,400 5,400 0.0

2,788 2,788 ▲ 54.4 5,626 5,626 101.8 3,505 3,505 ▲ 37.7 2,926 2,926 ▲ 16.5 5,422 5,422 85.3 2,400 2,400 ▲ 55.7 2,400 2,400 0.0 2,400 2,400 0.0 2,400 2,400 0.0 2,400 2,400 0.0

317,156 317,156 ▲ 12.4 330,964 330,964 4.4 348,969 348,969 5.4 339,685 339,685 ▲ 2.7 424,586 424,586 25.0 322,600 322,600 ▲ 24.0 400,000 400,000 24.0 400,000 400,000 0.0 400,000 400,000 0.0 400,000 400,000 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5,538 5,538 皆増 3,700 3,700 ▲ 33.2 3,700 3,700 0.0 3,700 3,700 0.0 3,700 3,700 0.0 3,700 3,700 0.0

20,603 20,603 ▲ 8.4 29,005 29,005 40.8 27,343 27,343 ▲ 5.7 17,864 17,864 ▲ 34.7 7,657 7,657 ▲ 57.1 6,201 6,201 ▲ 19.0 6,201 6,201 0.0 6,201 6,201 0.0 6,201 6,201 0.0 6,201 6,201 0.0

7,355 7,355 23.0 7,860 7,860 6.9 9,145 9,145 16.3 45,130 45,130 393.5 16,768 16,768 ▲ 62.8 16,700 16,700 ▲ 0.4 16,700 16,700 0.0 16,700 16,700 0.0 16,700 16,700 0.0 16,700 16,700 0.0

5,617,335 5,197,724 ▲ 3.3 5,387,229 5,021,170 ▲ 4.1 5,099,253 4,755,127 ▲ 5.3 5,075,547 4,701,689 ▲ 0.5 5,178,922 4,792,055 2.0 4,900,000 4,650,000 ▲ 5.4 4,690,000 4,440,000 ▲ 4.3 4,720,000 4,470,000 0.6 4,690,000 4,440,000 ▲ 0.6 4,640,000 4,390,000 ▲ 1.1

普 通 交 付 税 5,197,724 5,197,724 ▲ 3.8 5,021,170 5,021,170 ▲ 3.4 4,755,127 4,755,127 ▲ 5.3 4,701,689 4,701,689 ▲ 1.1 4,792,055 4,792,055 1.9 4,650,000 4,650,000 ▲ 3.0 4,440,000 4,440,000 ▲ 4.5 4,470,000 4,470,000 0.7 4,440,000 4,440,000 ▲ 0.7 4,390,000 4,390,000 ▲ 1.1

特 別 交 付 税 419,611 3.6 366,059 ▲ 12.8 344,126 ▲ 6.0 373,858 8.6 386,867 3.5 250,000 ▲ 35.4 250,000 0.0 250,000 0.0 250,000 0.0 250,000 0.0

1,901 1,901 ▲ 6.7 1,683 1,683 ▲ 11.5 1,429 1,429 ▲ 15.1 1,520 1,520 6.4 1,809 1,809 19.0 1,700 1,700 ▲ 6.0 1,700 1,700 0.0 1,700 1,700 0.0 1,700 1,700 0.0 1,700 1,700 0.0

12,823 0 26.1 10,427 0 ▲ 18.7 8,569 0 ▲ 17.8 10,537 0 23.0 12,180 0 15.6 8,358 0 ▲ 31.4 7,301 0 ▲ 12.6 7,301 0 0.0 7,301 0 0.0 7,301 0 0.0

184,256 2,235 ▲ 1.2 189,847 2,011 3.0 164,289 1,964 ▲ 13.5 148,963 1,947 ▲ 9.3 128,824 1,936 ▲ 13.5 118,079 2,383 ▲ 8.3 115,379 2,383 ▲ 2.3 112,779 2,383 ▲ 2.3 110,279 2,383 ▲ 2.2 107,879 2,383 ▲ 2.2

827,566 15.9 616,802 ▲ 25.5 728,317 18.1 853,979 17.3 3,356,824 293.1 734,226 ▲ 78.1 726,992 ▲ 1.0 602,376 ▲ 17.1 591,142 ▲ 1.9 589,154 ▲ 0.3

1,052,553 2.1 939,373 ▲ 10.8 1,066,082 13.5 790,671 ▲ 25.8 1,266,095 60.1 1,188,025 ▲ 6.2 1,085,054 ▲ 8.7 1,088,756 0.3 1,090,087 0.1 1,083,364 ▲ 0.6

23,044 0 ▲ 8.3 16,225 0 ▲ 29.6 22,804 857 40.5 15,804 857 ▲ 30.7 33,836 1,069 114.1 6,468 1 ▲ 80.9 6,468 1 0.0 6,468 1 0.0 6,468 1 0.0 6,468 1 0.0

72,250 505.1 31,261 ▲ 56.7 38,812 24.2 36,984 ▲ 4.7 55,607 50.4 41 ▲ 99.9 41 0.0 41 0.0 41 0.0 41 0.0

328,236 ▲ 37.4 398,804 21.5 700,904 75.8 1,226,668 75.0 879,850 ▲ 28.3 631,985 ▲ 28.2 636,007 0.6 559,839 ▲ 12.0 629,539 12.5 524,159 ▲ 16.7

372,290 ▲ 1.1 275,749 ▲ 25.9 228,926 ▲ 17.0 352,408 53.9 395,394 12.2 133,318 ▲ 66.3 0 皆減 0 0 0

238,837 53 ▲ 7.4 288,879 16 21.0 517,601 3,765 79.2 234,254 3,174 ▲ 54.7 257,698 5,000 10.0 220,689 3,000 ▲ 14.4 184,294 5,264 ▲ 16.5 182,044 5,264 ▲ 1.2 179,854 5,264 ▲ 1.2 177,714 5,264 ▲ 1.2

1,769,500 200,000 233.8 723,900 200,000 ▲ 59.1 2,751,500 200,000 280.1 1,064,000 200,000 ▲ 61.3 1,548,600 150,000 45.5 1,798,500 340,000 16.1 2,155,900 340,000 19.9 1,230,200 340,000 ▲ 42.9 1,716,100 340,000 39.5 1,114,000 340,000 ▲ 35.1

うち 減収補てん債特例分 0 0 0 0 14,300 皆増 皆減 

うち臨時財政対策債 200,000 200,000 ▲ 35.5 200,000 200,000 0.0 150,000 200,000 ▲ 25.0 200,000 200,000 33.3 150,000 150,000 ▲ 25.0 340,000 340,000 126.7 340,000 340,000 0.0 340,000 340,000 0.0 340,000 340,000 0.0 340,000 340,000 0.0

12,597,431 7,298,753 8.5 11,033,933 7,178,634 ▲ 12.4 13,475,273 6,909,929 22.1 11,982,948 6,880,800 ▲ 11.1 15,405,565 7,241,795 28.6 11,757,855 6,997,869 ▲ 23.7 11,692,712 6,857,243 ▲ 0.6 10,582,701 6,874,864 ▲ 9.5 11,061,818 6,812,974 4.5 10,274,782 6,746,669 ▲ 7.1

1,711,182 1,639,302 ▲ 2.6 1,693,360 1,612,288 ▲ 1.0 1,678,225 1,593,059 ▲ 0.9 1,617,243 1,523,359 ▲ 3.6 1,796,206 1,712,096 11.1 1,807,249 1,722,622 0.6 1,788,494 1,704,745 ▲ 1.0 1,798,343 1,714,133 0.6 1,831,643 1,745,874 1.9 1,799,200 1,714,950 ▲ 1.8

1,883,491 1,215,236 3.4 1,951,142 1,102,482 3.6 2,274,470 1,185,826 16.6 1,953,232 1,370,529 ▲ 14.1 2,694,422 1,655,853 37.9 2,414,107 1,483,586 ▲ 10.4 2,080,743 1,278,717 ▲ 13.8 2,019,366 1,240,998 ▲ 2.9 1,948,742 1,197,596 ▲ 3.5 1,911,642 1,174,797 ▲ 1.9

203,458 165,060 18.4 240,701 162,687 18.3 227,245 162,565 ▲ 5.6 208,479 164,481 ▲ 8.3 197,634 151,196 ▲ 5.2 202,822 155,165 2.6 188,750 144,400 ▲ 6.9 185,842 142,175 ▲ 1.5 182,439 139,571 ▲ 1.8 177,213 135,573 ▲ 2.9

1,101,817 290,987 14.4 991,546 278,264 ▲ 10.0 1,108,426 321,897 11.8 1,158,403 346,211 4.5 1,153,540 325,497 ▲ 0.4 1,203,567 339,613 4.3 1,210,668 341,617 0.6 1,207,440 340,706 ▲ 0.3 1,204,401 339,848 ▲ 0.3 1,201,031 338,897 ▲ 0.3

1,578,220 848,165 ▲ 1.1 1,400,438 843,122 ▲ 11.3 1,410,520 804,259 0.7 1,314,581 786,454 ▲ 6.8 4,060,660 1,086,065 208.9 1,613,056 1,313,712 ▲ 60.3 1,535,352 1,404,128 ▲ 4.8 1,514,618 1,358,263 ▲ 1.4 1,475,131 1,289,578 ▲ 2.6 1,435,314 1,248,605 ▲ 2.7

1,266,132 1,211,298 ▲ 7.3 1,440,943 1,205,180 13.8 1,184,053 1,145,126 ▲ 17.8 1,180,252 1,139,682 ▲ 0.3 1,197,729 1,114,293 1.5 1,219,787 1,134,814 1.8 1,257,401 1,169,808 3.1 1,337,249 1,244,094 6.4 1,382,502 1,286,194 3.4 1,414,904 1,316,339 2.3

837,785 ▲ 33.7 733,058 ▲ 12.5 595,016 ▲ 18.8 985,454 65.6 1,039,672 5.5 92,100 ▲ 91.1 132,200 43.5 132,200 0.0 132,200 0.0 132,200 0.0

121,132 60,580 ▲ 2.7 142,366 77,828 17.5 113,095 28,340 ▲ 20.6 104,408 22,980 ▲ 7.7 232,528 95,519 122.7 204,716 84,095 ▲ 12.0 195,620 80,358 ▲ 4.4 185,304 76,120 ▲ 5.3 176,579 72,536 ▲ 4.7 170,307 69,960 ▲ 3.6

1,375,260 857,243 ▲ 6.9 1,358,228 927,702 ▲ 1.2 1,382,988 1,143,634 1.8 1,365,009 1,097,186 ▲ 1.3 1,030,639 739,185 ▲ 24.5 1,029,134 738,106 ▲ 0.1 998,884 716,410 ▲ 2.9 998,884 716,410 0.0 998,884 716,410 0.0 998,884 716,410 0.0

2,171,981 224.5 820,816 ▲ 62.2 3,124,053 280.6 1,687,135 ▲ 46.0 1,900,179 12.6 1,943,946 2.3 2,296,383 18.1 1,195,238 ▲ 48.0 1,721,080 44.0 1,025,870 ▲ 40.4

補 助 事 業 費 411,988 12.9 268,945 ▲ 34.7 487,061 81.1 947,680 94.6 1,641,322 73.2 1,308,507 ▲ 20.3 461,486 ▲ 64.7 211,327 ▲ 54.2 221,623 4.9 225,623 1.8

単 独 事 業 費 1,737,788 507.0 495,655 ▲ 71.5 2,587,787 422.1 712,593 ▲ 72.5 258,857 ▲ 63.7 635,439 145.5 1,834,897 188.8 983,911 ▲ 46.4 1,499,457 52.4 800,247 ▲ 46.6

71,224 161.8 32,409 ▲ 54.5 24,774 ▲ 23.6 13,357 ▲ 46.1 102,356 666.3 27,371 ▲ 73.3 8,217 ▲ 70.0 8,217 0.0 8,217 0.0 8,217 0.0

12,321,682 6,287,871 9.7 10,805,007 6,209,553 ▲ 12.3 13,122,865 6,384,706 21.5 11,587,553 6,450,882 ▲ 11.7 15,405,565 6,879,705 32.9 11,757,855 6,971,713 ▲ 23.7 11,692,712 6,840,183 ▲ 0.6 10,582,701 6,832,899 ▲ 9.5 11,061,818 6,787,609 4.5 10,274,782 6,715,532 ▲ 7.1

275,749 1,010,882 ▲ 25.9 228,926 969,081 ▲ 17.0 352,408 525,223 53.9 395,395 429,918 12.2 0 362,090 皆減 0 26,156 0 17,060 0 41,965 0 25,365 0 31,137

6,823,105基 金 残 高 8,524,972 8,091,856 7,680,279 7,199,0028,432,359 8,802,613 8,733,575 9,020,895

91.1

総 額
うち経常
一 般 財
源 等

うち経常
一 般 財
源 等

令和3年度

総額の
伸 率

実 質 公 債 費 比 率
（ 3 年 平 均 ）

維 持 補 修 費

投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

令和4年度

積 立 金

総額の
伸 率

総額の
伸 率

うち経常
一 般 財
源 等

総額の
伸 率

経 常 収 支 比 率

総額の
伸 率

総 額総 額

繰 越 金

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

寄 附 金

諸 収 入

県 支 出 金

国 庫 支 出 金

繰 入 金

人 件 費

歳 入 合 計

補 助 費 等

▲35.2

歳 出 合 計

83.9

災 害 復 旧 事 業 費

地 方 税

将 来 負 担 比 率

収      支

財 産 収 入

扶 助 費

公 債 費

　　　　　             年　　度

区　　分

利 子 割 交 付 金

物 件 費

ゴル フ場 利用 税交 付金

地 方 債

自動車税環境性能割交付金

地 方 交 付 税

平成30年度平成29年度

総額の
伸 率

うち経常
一 般 財
源 等

総 額

▲58.0 ▲59.2

90.484.2

令和1年度

総 額
総額の
伸 率

総額の
伸 率

うち経常
一 般 財
源 等

総 額

平成28年度 令和2年度

総額の
伸 率

地 方 譲 与 税

使 用 料 及 び 手 数 料

法 人 事 業 税 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

地 方 特 例 交 付 金 等

繰 出 金

普 通 建 設 事 業 費

令和7年度

総　額
うち経常
一 般財
源 等

総 額
の

伸 率

（単位：千円、％）

令和6年度

うち経常
一 般 財
源 等

令和5年度

総 額
うち経常
一 般 財
源 等

総 額 総 額
うち経常
一 般 財
源 等

うち経常
一 般 財
源 等

8,593,729

94.894.994.795.092.9 95.0

6.9

▲59.5 ▲58.5 ▲44.2 ▲22.7 ▲19.9 ▲12.1

7.6

▲20.5

5.9 5.6 5.6 5.5 5.5 5.7 5.9 6.2
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○

○

○

○

事業費は、H28～R2年度までの実績（R2年度は見込み）、R3～R7までは第3次総合計画実施計画（R3.2）及び公共施設等長寿命化計画（R3.4）並びに各種事業計画を踏まえ、計画年度ごとに当初予算の推計値で算定している。

事業費は、H29ローリング値に対しH29年度及びH30年度については庁舎及び複合文化施設整備に係る増減、R2年度では新型コロナウイルス感染症対策対応のため増となっている。また、R1年度決算以降、普通建設事業費、物件費、補助

費、R2年度から導入された会計年度任用職員制度による人件費の増加、R3年度以降については公共施設等長寿命化計画事業の実施により事業費の増加が見込まれる。

H29年度ローリング値とR2年度末までの実績値の比較は、5年間で54.4億円の増加となり、さらにR3～R7年度までの今後の成行値では、84.4億円の増加、総額で138.8億円の増加が見込まれる。

R3年度～R7年度までのローリング値は、普通建設事業における公共施設等長寿命化計画事業57.4億円のうち、最重要事業50.6億円のみの実施とし、さらに物件費、維持補修費及び補助費等の圧縮を図り、今後の成行値と比較し、5年間

で総額20.2億円の事業費圧縮を図る。

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

人件費 1,711,182 1,693,360 1,678,225 1,617,243 1,796,206 1,807,249 1,788,494 1,798,343 1,831,643 1,799,200

物件費 1,883,491 1,951,142 2,274,470 1,953,232 2,694,422 2,414,107 2,080,749 2,019,372 1,948,747 1,911,647

維持補修費 203,458 240,701 227,245 208,479 197,634 202,822 188,750 185,842 182,440 177,214

扶助費 1,101,817 991,546 1,108,426 1,158,403 1,153,540 1,203,567 1,210,668 1,207,440 1,204,401 1,201,031

補助費等 1,578,220 1,400,438 1,410,520 1,314,581 4,060,660 1,613,056 1,535,356 1,514,622 1,475,135 1,435,318

公債費 1,266,132 1,440,943 1,184,053 1,180,252 1,197,729 1,219,787 1,257,401 1,337,249 1,382,502 1,414,904

積立金 837,785 733,058 595,016 985,454 1,039,672 92,100 132,200 132,200 132,200 132,200

投資・出資・貸付金 121,132 142,366 113,095 104,408 232,528 204,716 195,620 185,304 176,579 170,307

繰出金 1,375,260 1,358,228 1,382,988 1,365,009 1,030,639 1,029,134 998,884 998,884 998,884 998,884

普通建設事業費 2,171,981 820,816 3,124,053 1,687,135 1,900,179 1,943,946 2,296,383 1,195,238 1,721,080 1,025,870

災害復旧費 71,224 32,409 24,774 13,357 102,356 27,371 8,207 8,207 8,207 8,207

H２９ローリング計画値 12,645,628 12,036,545 11,490,233 10,925,184 10,703,557 10,650,624 9,857,648 9,640,072 9,564,555 9,239,795

R３ローリング計画値 12,321,682 10,805,007 13,122,865 11,587,553 15,405,565 11,757,855 11,692,712 10,582,701 11,061,818 10,274,782

実績及び成行値 11,757,855 11,944,058 11,136,397 11,609,386 10,941,939

71,224 32,409 24,774 13,357 102,356 27,371 8,207 8,207 8,207 8,207 

2,171,981 

820,816 

3,124,053 

1,687,135 1,900,179 1,943,946 2,296,383 
1,195,238 

1,721,080 
1,025,870 

1,375,260 

1,358,228 

1,382,988 

1,365,009 1,030,639 1,029,134 
998,884 

998,884 

998,884 

998,884 

121,132 

142,366 

113,095 

104,408 232,528 204,716 
195,620 

185,304 

176,579 

170,307 

837,785 

733,058 

595,016 

985,454 1,039,672 

92,100 
132,200 

132,200 

132,200 

132,200 

1,266,132 

1,440,943 

1,184,053 

1,180,252 1,197,729 

1,219,787 
1,257,401 

1,337,249 

1,382,502 
1,414,904 

1,578,220 

1,400,438 

1,410,520 

1,314,581 

4,060,660 

1,613,056 
1,535,356 

1,514,622 

1,475,135 

1,435,318 

1,101,817 

991,546 

1,108,426 

1,158,403 

1,153,540 

1,203,567 
1,210,668 

1,207,440 

1,204,401 

1,201,031 

203,458 

240,701 

227,245 

208,479 

197,634 

202,822 
188,750 

185,842 

182,440 

177,214 

1,883,491 

1,951,142 

2,274,470 

1,953,232 

2,694,422 

2,414,107 2,080,749 

2,019,372 
1,948,747 

1,911,647 

1,711,182 

1,693,360 

1,678,225 

1,617,243 

1,796,206 

1,807,249 
1,788,494 

1,798,343 
1,831,643 

1,799,200 

12,645,628 

12,036,545 

11,490,233 
10,925,184 10,703,557 

10,650,624 
9,857,648 

9,640,072 9,564,555 

9,239,795 

12,321,682 

10,805,007 

13,122,865 

11,587,553 

15,405,565 

11,692,712 

10,582,701 
11,061,818 

10,274,782 

11,757,855 
11,944,058 

11,136,397 
11,609,386 

10,941,939 

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

16,000,000

18,000,000
事業費の推移 （単位：千円）

R3ローリング値実績値

R3ローリング成行値

（H29ローリング値と比

較しR2までの5年間で

54.4億円、R3～R7の5年

間で84.4億円、総額

138.8億円の増加）

実績及び

R3ローリング計画値

（成行値と比較し5年

間で20.2億円の事業

費圧縮を図る）

H29ローリング計画値
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掲載用

グラフ用
地方債残高、元利償還額の推移

○

○

○

○

元利償還額の推移

実績及び成行値は、庁舎及び複合文化施設整備等大規模事業の実施に伴いR1年度でH29ローリング値を
上回り、R2年度以降も新鶴こども園整備事業、学校給食センター統合事業、公共施設等長寿命化計画事
業の実施により増加し、R7年度末はH29ローリング値と比較し5.9億円の増加が見込まれる。

R3ローリング値は、公共施設等長寿命化計画における最重要事業のみを実施することにより公債費の圧
縮を図り、成行値と比較しR7年度末において約0.4億円減の14.1億円とする。

地方債残高の推移

実績及び成行値は、H29年度に一部繰上げ償還の実施により減少したが、庁舎及び複合文化施設整備等
大規模事業及び公共施設等長寿命化計画事業の実施により、R4年度でH29ローリング値を上回り、R7年
度においてH29ローリング値と比較し23.4億円の増加が見込まれる。

R3ローリング値は、公共施設等長寿命化計画における最重要事業のみを実施することにより公債費の圧
縮を図り、R7年度末において成行値と比較し5.6億円減の131.1億円とする。

10,668,877

11,479,860

12,137,526 12,273,088
12,584,093

12,945,532

12,606,677
12,162,417

11,751,400
11,329,880

10,456,033

9,827,791

11,469,232

11,418,293 11,575,915

12,203,286

13,197,175
13,393,466

13,880,888
13,673,622

13,149,975
13,084,346

13,413,018
13,113,500

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

地方債残高の推移 （単位：千円）

H29ローリング値 地方債残高 実績及び成行値 地方債残高 R3ローリング値 地方債残高

実績値 R3ローリング値

1,300,786 1,303,036

1,262,886

1,140,640 1,111,441
1,047,889

1,021,952
975,042

909,344
862,734

1,266,132

1,440,943

1,184,053

1,180,252 1,197,729 1,219,787
1,257,401

1,341,187
1,411,538

1,453,260

1,257,401
1,337,249 1,382,502

1,414,904

500,000

1,000,000

1,500,000

元利償還額の推移 （単位：千円）

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7
H29ローリング値 1,300,786 1,303,036 1,262,886 1,140,640 1,111,441 1,047,889 1,021,952 975,042 909,344 862,734
実績及び成行値 1,266,132 1,440,943 1,184,053 1,180,252 1,197,729 1,219,787 1,257,401 1,341,187 1,411,538 1,453,260
R3ローリング値 1,219,787 1,257,401 1,337,249 1,382,502 1,414,904
H29ローリング値 10,668,877 11,479,860 12,137,526 12,273,088 12,584,093 12,945,532 12,606,677 12,162,417 11,751,400 11,329,880
実績及び成行値 10,456,033 9,827,791 11,469,232 11,418,293 11,575,915 12,203,286 13,197,175 13,393,466 13,880,888 13,673,622
R3ローリング値 12,203,286 13,149,975 13,084,346 13,413,018 13,113,500

元利償還額、地方債残高の推移

元利償還額

地方債残高
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元データ
歳入・歳出の推移
H29ローリング値

実績値
成行予測値／計画目標値
グラフ用

普通交付税の推移
H29ローリング値
実績及び成行値
R3ローリング値

plan１
※R3年度からR4年度の差額　

○

○

○

○

実績及び成行値は、H28年度から一本算定へ向けたげ激変緩和措置期間に入り減少し、R2年度において
地域社会再生事業費の創設、幼児教育・保育無償化等により一時的に増加し、H29ローリング値を上回る
ものの、R3年度からの一本算定及びR2年度国勢調査人口の減少に伴い減少が見込まれる。

R3ローリング値については、一本算定、R2年度国勢調査人口の減少及びR3年度同様臨時財政対策債へ
の振替えを見込み、R7年度交付額を43.9億円と見込む。

実績及び成行値は、R3年度からの普通交付税の一本算定及びR2年度国勢調査人口の減少に伴う財政
調整措置、公共施設等長寿命化計画に位置づけられた施設更新等の対応に向けた繰入のため、R2年度
以降減少し、R7年度末で53.6億円と見込まれる。

R3ローリング値は、公共施設等長寿命化計画事業、物件費、維持補修費及び補助費等の圧縮により残高
の確保を図り、R7年度末残高を68.2億円とする。

5,197,724

4,900,000

4,678,075
4,598,278

4,483,589
4,409,282

4,336,586
4,271,870 4,240,709 4,211,074

5,197,724

5,021,170

4,755,127
4,701,689

4,792,055

4,650,000

4,440,000 4,480,000 4,450,000
4,400,000

4,650,000

4,440,000

4,470,000 4,440,000 4,390,000

4,000,000

4,500,000

5,000,000

5,500,000

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

普通交付税の推移（単位：千円）

H29ローリング値 実績及び成行値 R3ローリング値

普通交付税の推移 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7
H29ローリング値 5,197,724 4,900,000 4,678,075 4,598,278 4,483,589 4,409,282 4,336,586 4,271,870 4,240,709 4,211,074
実績及び成行値 5,197,724 5,021,170 4,755,127 4,701,689 4,792,055 4,650,000 4,440,000 4,480,000 4,450,000 4,400,000
R3ローリング値 4,650,000 4,440,000 4,470,000 4,440,000 4,390,000

実績値 R3ローリング値

実績値 R3ローリング値

3,307,543 3,341,102 3,569,661 3,750,088
4,313,692 4,102,488 3,852,560 3,602,632 3,352,704 3,102,776

3,017,202
3,450,051 3,217,267 2,949,017

2,976,129
2,797,185

2,661,512
2,538,469

2,345,726
2,258,363

2,107,614
2,011,460

1,946,647 1,894,624

1,731,074
1,625,299

1,577,784
1,539,178

1,500,572

1,461,966

8,439,064
8,201,804

7,986,004 7,704,804

7,392,304
6,977,004

6,553,304
6,128,404

5,687,704 5,484,604

8,432,359 8,802,613 8,733,575 8,593,729 9,020,895

8,524,972

7,887,710
7,190,537

6,305,992

5,356,238

8,524,972

8,091,856

7,680,279
7,199,002

6,823,105

0

3,000,000

6,000,000

9,000,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

基金残高の推移 （単位：千円）

財政調整基金 公共施設等整備再生基金 その他基金

H29ローリング値 実績及び成行値 R3ローリング値

実績値 R3ローリング値

基金残高の推移 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7
実績及び成行値 8,432,359 8,802,613 8,733,575 8,593,729 9,020,895 8,524,972 7,887,710 7,190,537 6,305,992 5,356,238
H29ローリング値 8,439,064 8,201,804 7,986,004 7,704,804 7,392,304 6,977,004 6,553,304 6,128,404 5,687,704 5,484,604
財政調整基金 3,307,543 3,341,102 3,569,661 3,750,088 4,313,692 4,102,488 3,852,560 3,602,632 3,352,704 3,102,776

公共施設等整備再生基金 3,017,202 3,450,051 3,217,267 2,949,017 2,976,129 2,797,185 2,661,512 2,538,469 2,345,726 2,258,363
その他基金 2,107,614 2,011,460 1,946,647 1,894,624 1,731,074 1,625,299 1,577,784 1,539,178 1,500,572 1,461,966

R3ローリング値 8,524,972 8,091,856 7,680,279 7,199,002 6,823,105
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財政調整基金残高

H29ローリング値
成行予測値
計画目標値
実績値

グラフ用

H28
H29
H30
R1
R2
R3

○

○

○

実績及び成行値については、歳入の確保及び予算額に対する執行経費の圧縮に努め、R2年度末におい
てH29年度ローリング値に対し16.2億円の増額を見込んでいるが、R3年度以降、町税、普通交付税の減、
経常経費の増加に伴い取崩しが進み、R7年度末でH29ローリング値を上回るものの、18.8億円まで減少が
見込まれる。

○

R3ローリング値は、公共施設等長寿命化計画に位置づけられた施設の更新等の対応に向けた繰入が必
要となるため、毎年度50,000千円の積立を見込み各年度の財政状況に応じて効果的に活用し、R7年度末
残高を22.6億円とする。

実績及び成行値は、H29年度以降財政状況に応じ積み増しを行ってきたが、大規模事業や合併特例債償
還金への充当により、R5年度でH29ローリング値を下回り、R7年度末で20.2億円まで減少が見込まれる。

R3ローリング値においては、公共施設等長寿命化計画事業のうち、最重要事業のみを実施し、併せて物件
費、維持補修費及び補助費等の圧縮を図る。また、令和8年度以降に見込まれる公共施設等長寿命化計
画計上事業費、会津若松地方広域市町村圏整備組合ごみ処理施設建設事業将来負担額等を考慮し、R7
年度末残高を31億円とする。

3,307,544 3,244,344

2,915,344 2,690,344

2,378,344
2,023,344

1,668,344

1,298,344 1,174,344

3,307,543 3,341,102
3,750,088

4,313,692

4,102,488

3,666,344

3,190,790

2,616,964

1,875,889

4,102,488
3,852,560

3,602,632
3,352,704

3,102,776
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1,000,000
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4,000,000

5,000,000
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財政調整基金残高の推移 （単位：千円）

H29ローリング値 実績及び成行値 R3ローリング値

実績値 R3ローリング値

3,023,903 2,982,403 2,913,603
2,874,403

2,786,903
2,683,603

2,614,903

2,545,003
2,474,303

2,395,203

3,017,202

3,450,051

3,217,267

2,949,017 2,976,129

2,797,185

2,643,582

2,460,569

2,188,456
2,018,383

2,661,512

2,538,469
2,345,726

2,258,363

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

公共施設等整備再生基金残高の推移 （単位：千円）

H29ローリング値 実績及び成行値 R3ローリング値

実績値 R3ローリング値

財政調整基金残高の推移 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7
H29ローリング値 3,307,544 3,244,344 3,119,344 2,915,344 2,690,344 2,378,344 2,023,344 1,668,344 1,298,344 1,174,344
実績及び成行値 3,307,543 3,341,102 3,569,661 3,750,088 4,313,692 4,102,488 3,666,344 3,190,790 2,616,964 1,875,889
R3ローリング値 4,102,488 3,852,560 3,602,632 3,352,704 3,102,776

公共施設等整備再生
基金残高の推移

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

H29ローリング値 3,023,903 2,982,403 2,913,603 2,874,403 2,786,903 2,683,603 2,614,903 2,545,003 2,474,303 2,395,203
実績及び成行値 3,017,202 3,450,051 3,217,267 2,949,017 2,976,129 2,797,185 2,643,582 2,460,569 2,188,456 2,018,383
R3ローリング値 2,797,185 2,661,512 2,538,469 2,345,726 2,258,363
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○

○

○

○

実績及び成行値は、普通交付税の減少、物件費、扶助費等の増加等によりR1年度でH29ローリング値を上
回り、R2年度からは会計年度任用職員制度の導入による人件費の増加、物件費、公共施設等長寿命化計
画に伴う普通建設事業に係る公債費の増加により、R7年度で101％、H29ローリング値と比較し9.2%の増加
が見込まれる。

R3ローリング値は、普通建設事業において、公共施設等長寿命化計画に掲げる最重要事業のみの実施と
し後年度の公債費を圧縮するとともに、物件費、維持補修費、補助費等の圧縮によりR7年度末で94.8%とす
る。

実績及び成行値は、新鶴小学校大規模改修事業、新鶴こども園整備事業、学校給食センター統合事業等
の大規模事業の実施によりR2年度でH29ローリング値を上回り、R3年度以降も公共施設等長寿命化計画
事業の実施により、R7年度でH29ローリング値と比較し5.2％の増加が見込まれる。

R3ローリング値は、公共施設等長寿命化計画における最重要事業のみの実施とし、公債費の圧縮を図り
R7年度末で7.6%とする。
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実質公債費比率の推移 3か年平均 （単位：％）

H29ローリング値 実績及び成行値 R3ローリング値

実績値 R3ローリング値

経常収支比率の推移 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7
H29ローリング値 83.9 88.8 90.9 90.1 91.7 91.6 92.4 92.7 92.1 91.8
実績及び成行値 83.9 84.2 90.4 91.1 92.9 95.0 97.1 97.6 99.7 101.0
R3ローリング値 95.0 95.0 94.7 94.9 94.8

実質公債費比率の推移 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7
H29ローリング値 6.4 6.6 6.8 6.0 5.2 4.1 3.9 3.6 3.3 2.6
実績及び成行値 5.9 5.6 5.6 5.5 5.5 5.7 5.9 6.2 7.0 7.8
R3ローリング値 5.7 5.9 6.2 6.9 7.6
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○

○ R3ローリング値は、R4年度以降公共施設等長寿命化計画における最重要事業のみの実施により、地方債
現在高の圧縮及び充当可能基金残高の確保を図り、R7年度末において▲20.5%とする。

実績及び成行値は、H28年度以降充当可能基金残高の増加に伴いH29ローリング値を下回ってるが、R3年
度以降、公共施設等長寿命化計画における普通建設事業の実施に伴う地方債残高の増加、会津若松地方
広域市町村圏整備組合ごみ処理施設建設事業将来負担額の増加により、R6年度で将来負担が算定され、
R7年度末において14.9%と見込まれる。
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H29ローリング値 実績及び成行値 R3ローリング値

実績値 R3ローリング値

将来負担比率の推移 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7
H29ローリング値 ▲ 22.9 ▲ 4.7 12.4 18.2 30.2 44.7 45.7 44.2 44.5 39.2
実績及び成行値 ▲ 35.2 ▲ 58.0 ▲ 59.2 ▲ 59.5 ▲ 58.5 ▲ 44.2 ▲ 18.4 ▲ 6.3 11.3 14.9
R3ローリング値 ▲ 44.2 ▲ 22.7 ▲ 19.9 ▲ 12.1 ▲ 20.5
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